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独立行政法人土木研究所業務方法書

第１章 総則

（目的）

独立行政法人土木研究所（以下「研究所」という ）の業務は、独立第１条 。
行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という 、。）

（ 。 「 」 。）独立行政法人土木研究所法 平成１１年法律第２０５号 以下 法 という
及びこれらの法律に基づく命令によるほか、この業務方法書の定めるところ

により行うものとする。

（業務運営の基本方針）
研究所は、法第３条の目的を達成するため、通則法第２９条の規定に第２条

より国土交通大臣及び農林水産大臣から指示された中期目標に基づき、業務
の効率的かつ効果的な運営に努めるものとする。

第２章 業務の方法に関する事項

（調査、試験、研究及び開発）
、 、 、第３条 研究所は 法第１２条第１号の規定に基づき 土木技術に関する調査

試験、研究及び開発（以下「試験研究等」という ）を行うものとする。。

（共同研究）
研究所は、試験研究等を効率的に実施するため必要な場合は、他の者第４条

と試験、研究及び開発を分担し、技術及び知識を交換し、並びにその費用を
分担して共同で行う試験研究等（以下「共同研究」という ）を行うことが。

できる。

（共同研究協定）
研究所は、前条の規定により共同で調査、試験、研究及び開発を行う第５条

ときは、研究所と共同して当該共同研究を行う者と共同研究協定を締結する
ものとする。

２ 共同研究協定においては、次の事項を定める。
（１）共同研究の名称

（２）共同研究の目的及び内容
（３）共同研究の実施場所

（４）共同研究の開始及び終了の時期
（５）経費の負担及び経理に関する事項

（６）成果の公表に関する事項
（７）共同研究の遂行が困難になったときの措置

（８）共同研究に使用する設備等の相互使用に関する事項
（９）共同研究の実施の結果得られた技術が特許権、実用新案権その他これ

に類する権利の対象となった場合の権利の帰属及びその実施方法
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（10）その他必要な事項

（指導及び成果の普及）
研究所は、法第１２条第２号の規定に基づき、土木技術に関する指導第６条

及び成果の普及を行うものとする。
２ 研究所は、国、地方公共団体等の要請に基づき、技術に係る課題に対して

指導、助言を行うことができる。
３ 研究所は、次の方法により、試験研究等の成果の普及を行うものとする。

（１）講演会、研究成果発表会等の開催
（２）研究報告書の作成、配布、その他学会誌、専門技術誌等への発表

（３）成果として取得した知的所有権の整備及びその積極的活用
（４）その他成果の普及に適当と認められる方法

４ 第２項及び前項に定める必要な経費については、適正な対価を徴収するも
のとする。

（研修）

研究所は、国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）の賛助する水災害第７条
の危険及び危機管理のための国際センターの運営に関するユネスコとの契約

に基づき、開発途上国等から研修生を受け入れ、水災害とそのリスクマネジ
メントに関する研修を行うものとする。

（検定）

研究所は、法第１２条第３号の規定に基づき、委託に基づき、土木に第８条
係る建設技術に関する検定を行うものとする。

２ 検定に必要な経費については、適正な対価を徴収するものとする。

（重要な河川工作物等の試験研究等の受託）
研究所は、法第１２条第４号の規定に基づき、委託に基づき、重要な第９条

河川工作物についての調査、試験、研究及び開発を行い、並びに土木に係る
建設資材及び建設工事用機械についての特別な調査、試験、研究及び開発を

行うものとする。

（特殊な工作物の設計の受託）
研究所は、法第１２条第５号の規定に基づき、国の委託に基づき、第１０条

国土交通省の施行する建設工事で、法第１２条第５号の建設工事を定める政
令（平成１２年政令第３２８号）で定めるものに係る特殊な工作物の設計を

行うものとする。

（その他の試験研究等の受託）
研究所は、前２条に定めるもののほか、委託に基づいて行う試験研第１１条

究等の業務の受託（以下「受託業務」という ）を行うことができる。。

（受託契約）
研究所は、前３条に規定する試験研究等及び設計の業務の委託を受第１２条

けようとするときは、委託者と受託契約を締結するものとする。
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２ 前項の契約においては、次の事項について定めるものとする。
（１）受託業務の名称、種類及び金額

（２）受託業務の目的及び内容
（３）受託業務の場所

（４）受託業務の開始及び終了の時期
（５）経費の負担及び経理に関する事項

（６）委託者の提供に係る不動産、資器材等に関する事項
（７）研究所が、受託業務によって製造し、取得し又は効用を増加させた土

地、建物、構築物、機械装置、工具、器具、備品及び製品等の試験研究
等の終了後の帰属

（８）受託業務の実施の結果得られた成果が、特許権、実用新案権又は意匠
権の対象となったときの権利の帰属及びその実施の方法

（９）契約の変更に関する事項
（10）その他必要と認められる事項

３ 研究所は、受託業務について、業務の全部又は主たる部分を他に委託し、
又は請負わせることができない。

（経費の負担額）

委託者が負担するべき経費については、別に定めるところにより算第１３条
出した額とする。

（請負契約）

研究所は、試験研究等の業務の請負（以下「請負業務」という ）第１４条 。
を受けようとするときは、依頼者と請負契約を締結するものとする。

２ 前項の契約においては、次の事項について定めるものとする。
（１）請負業務の名称及び金額

（２）請負業務の実施場所
（３）請負業務の開始及び終了の時期

（４）契約の変更に関する事項
（５）その他必要と認められる事項

３ 研究所は、請負業務について、業務の全部又は主たる部分を他に委託し、
又は請負わせることができない。

第３章 国土交通大臣の指示による業務に関する事項

（国土交通大臣の指示）
災害の発生、その他特別な事情により急施を要すると認められる場第１５条

合においては、国土交通大臣の指示により法第１２条第１号又は第２号の業
務のうち必要な業務を実施するものとする。

２ 業務の実施に必要な経費については、適正な対価を徴収するものとする。

第４章 業務の委託に関する基準
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（業務の委託）
研究所は、自ら実施することが効率的でないと認める試験研究等の第１６条

業務を、他に委託することができる。

（委託契約）
研究所は、試験研究等の業務の委託をしようとするときは、受託者第１７条

と委託契約を締結するものとする。
２ 前項の契約においては、次の事項について定めるものとする。

（１）委託業務の名称、種類及び金額
（２）委託業務の目的及び内容

（３）委託業務の場所
（４）委託業務の開始及び終了の時期

（５）経費の負担及び経理に関する事項
（６）委託者の提供に係る不動産、資器材等に関する事項

（７）委託業務を適正に遂行させるための措置
（８）受託者が委託費によって製造し、取得し又は効用を増加させた土地、

建物、構築物、機械装置、工具、器具、備品及び製品等の試験研究等の
終了後の帰属

（９）委託業務の実施の結果得られた技術が、特許権、実用新案権又は意匠
権の対象となったときの権利の帰属及びその実施の方法

（10）契約の変更に関する事項
（11）その他必要と認められる事項

第５章 競争入札その他の契約に関する基本的事項

（一般競争契約）
売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合においては、次条及第１８条

び第２０条に定める場合を除き、公告して申込みをさせることにより、競争
に付さなければならない。

２ 前項の競争に付する場合においては、あらかじめ、次の事項について定め
るものとする。

（１）競争に加わろうとする者に必要な資格
（２）公告の方法

（３）その他競争について必要な事項

（指名競争契約）
契約の性質又は目的により競争に加わるべき者が少数で前条で定め第１９条

る競争に付する必要がない場合及び同条の競争に付することが不利と認めら
れる場合においては、指名競争に付するものとする。

２ 契約に係る予定価格が少額である場合、その他研究所の業務運営上特に必
要がある場合においては、指名競争に付することができる。

（随意契約）

契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急を要する場合で競第２０条
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争に付することができない場合及び競争に付することが不利と認められる場
合においては、随意契約によるものとする。

２ 契約に係る予定価格が少額である場合、その他研究所の業務運営上特に必
要がある場合においては、前２条の定めにかかわらず、随意契約によること

ができる。

（落札者の決定等）
競争に付する場合においては、契約の目的に応じ、予定価格の制限第２１条

の範囲内で最高又は最低の価格をもって申込みをした者を契約の相手方とす
るものとする。

第６章 その他必要な事項

（施設等の貸与）
研究所は、施設等を貸し付けようとするときは、借受人と施設等貸第２２条

与契約を締結するものとする。
２ 前項の契約においては、次の事項について定めるものとする。

（１）貸与施設の名称
（２）使用目的

（３）貸与期間
（４）使用場所

（５）貸付料の額及び支払いの方法
（６）使用上の制限

（７）施設等を毀損し、又は滅失したときの措置
（８）その他必要と認められる事項

（施設等の貸付料）

研究所は、施設等を貸し付けるときは、適正な対価を徴収するもの第２３条
とする。

（その他の業務の方法）

研究所は、この業務方法書に定めるもののほか、その業務に関し必第２４条
要な事項については、別に定める。

附 則
この業務方法書は、平成１８年４月１日から適用する。


